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「憲章」では、働く人々の健康が保持され、家
族・友人などとの充実した時間、自己啓発や地域
活動への参加のための時間などを持てる豊かな生

活ができる社会を、仕事と生活の調和が実現した
社会の具体的な 3つの姿の 2つ目に掲げています。

第3節　健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会に関する数値目標設定指標の動向

〈数値目標〉

④労働時間等の課題について労使が話し合いの
機会を設けている割合
労働時間等の課題について労使が話し合いの
機会を設けている割合を見ると、2012 年は
59.7 ％となっており、2010 年から 3 年連続で
上昇しています（図表 3-3-1）。
※（注）2010 年の調査から、調査対象が「農林業、
医療・福祉業、教育・学習支援業、サービス業を
除く従業員数 30人以上の企業」から、「農林業を
除く従業員数 30 人以上の企業」に変更されてい
ます。

【図表3-3-1 労働時間等の課題について
労使が話し合いの機会を設けている割合】

⑤週労働時間60時間以上の雇用者の割合
週労働時間 60 時間以上の雇用者の割合を見
ると、1990 年代初めに急速に低下しましたが、
1990 年代後半から 2000 年代前半にかけて上
昇し、2004 年以降は再度低下に転じていまし
た。2012 年は 9.1 ％となり、2010 年から 2年
連続で低下しましたが、2009 年以降 9 ％台が
続いており、長期的には低下傾向にあります
（図表 3-3-2）。なお、週労働時間 60 時間以上

の雇用者の割合を雇用形態別、男女別に見た場
合も、全体の傾向とほぼ同じ傾向で推移していま
す（参考図表1、2）。

【図表3-3-2 週労働時間60時間以上の
雇用者の割合】

【参考1 週労働時間60時間以上の
雇用者の割合（雇用形態別）】
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【参考2 週労働時間60時間以上の
雇用者の割合（雇用形態別・男女別）】

【参考3 週労働時間49時間以上の
雇用者の割合】

⑥年次有給休暇取得率
年次有給休暇取得率を見ると、1990 年代半
ば以降低下傾向にあり、2000 年以降は、50 ％
を下回る水準で推移しています。2009 年から
2011 年にかけては上昇していましたが、2012
年は 47.1 ％と前年に比べて 2.2 ポイント低下
しました（図表 3-3-3）。

【図表3-3-3 年次有給休暇取得率】

⑦メンタルヘルスケアに関する措置を受けられ
る職場の割合
メンタルヘルスケアに取り組んでいる職場の

割合を見ると、2012 年は 47.2 ％となり、2007
年と比べると 13.6 ポイント上昇しました（図表
3-3-4）。
（注）10 人以上規模事業所における「心の健康対
策（メンタルヘルスケア）に取り組んでいる」
と回答した事業所の割合
平成 23 年調査では、「心の健康対策（メンタ

ルヘルスケア）」の取組内容として、「労働者から
の相談対応の体制整備」、「労働者への教育研修、
情報提供」、「管理監督者に対する教育研修、情
報提供」、「メンタルヘルスケアの実務を行う担
当者の選任」等が含まれている。なお、調査年
ごとに取組内容に関する質問項目が異なること
に注意が必要。

【図表3-3-4 メンタルヘルスケアに関する
措置を受けられる職場の割合】
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年間総実労働時間は 2000 年代まで横ばいでし
たが、2009 年に、一般労働者とパート労働者のい
ずれについても、景気の悪化によりそれ以前に比
べ大幅に減少しました。その後は、緩やかな増加
傾向となっています（図表 3-3-5）。
また、一般労働者の年間総実労働時間の推移を
事業所規模別に見ると、全ての規模において、

2009 年に景気の悪化により大幅に減少した後、増
加傾向にあり、2011 年には東日本大震災の影響も
あり減少傾向となったものの、2012 年は再び増加
しています。また、事業所規模が小さいほど年間
総実労働時間が長いという傾向は変化していませ
ん（図表 3-3-6）。

【図表3-3-5 就業形態別年間総実労働時間とパートタイム労働者比率の推移】

【図表3-3-6 事業所規模別年間総実労働時間の推移（一般労働者）】

（備考）
１．厚生労働省「毎月勤労統計調査」より作成。
２．事業所規模30人以上。
３．年間総実労働時間は年の月平均値を12倍したもの。
４．2011年３～４月分について、岩手県、宮城県及び福島県（宮城県は５月も）の被災３県を中心に一部調査を中止している。
５．「パートタイム労働者」とは、常用労働者のうち、①1日の所定労働時間が一般の労働者より短い者、②1日の所定労働時間が
一般の労働者と同じで一週の所定労働日数が一般の労働者より短い者のいずれかに該当する者をいう。「一般労働者」とは、
常用労働者のうちパートタイム労働者でない者をいう。（※「常用労働者」とは、①期間を定めずに、又は1か月を超える期間
を定めて雇われている者、②日々又は1か月以内の期間を定めて雇われている者のうち、調査期間の前2か月間にそれぞれ18日
以上雇われている者、のいずれかに該当する者をいう。）
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週労働時間 60 時間以上雇用者の割合は、企業規
模別に見ると、2012 年では規模による大きな差は
見られず、また、全ての規模において 2000 年代
前半と比較して減少し、1,000 人以上及び 100 ～
499 人では特に大きく減少しています。2010 年以
降を見ると、他の規模で減少している中、1,000
人以上及び 500 ～ 999 人では増加傾向にあります
（図表 3-3-7）。

業種別に見ると、平成 24 年では、「運輸業、郵
便業」の割合が 18.9 ％と高く、次いで「建設業」
が 13.6 ％、「情報通信業」が 12.4 ％となっていま
す。また、平成 19 年と比べ、多くの産業で減少し
ていますが、「建設業」、「電気・ガス・熱供給・水
道業」、「教育、学習支援業」では上昇しています
（図表 3-3-8）。

【図表3-3-7 企業規模別週労働時間60時間以上の雇用者の割合の推移】

【図表3-3-8 業種別の週労働時間60時間以上の雇用者の割合の推移】
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週労働時間 60 時間以上の雇用者の割合を男女別
で見ると、近年、女性は 3 ％台ですが、男性は低

下傾向にあるものの女性と比べて高く、10 ％台前
半で推移しています（図表 3-3-9）。

【図表3-3-9 週労働時間60時間以上の雇用者の割合（男女別）】

週労働時間 60 時間以上の就業者の割合につい
て、男性を年齢別に見ると、2005 年以降は各年齢
階層で減少傾向にあります。一貫して 30 歳代の割
合がもっとも高く、2012 年は 18.2 ％となってい

ます。一方、2012 年の 20 歳代における割合は
12.6 ％であり、2008 年以降、60 歳代に次いで低
い割合となっています（図表 3-3-10）。

【図表3-3-10 週労働時間60時間以上の就業者の割合（男性・年齢別）】
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職場の雰囲気を労働時間別に見ると、労働時間
の長い正社員ほど、「一人あたりの仕事の量が多い
ほうだ」、「突発的な業務が生じやすいと思う」、
「締切や納期に追われがちだと思う」などの業務体
制に関する課題を感じている割合が高くなってい
ます。1日の労働時間が 12 時間以上（週労働時間
60 時間以上に相当）で自身の労働時間に不満をも
っている人はその傾向が強くなっています。一方
で、労働時間の短い正社員ほど、「仕事の手順など
は自分で工夫しやすい」、「仕事が終われば周りの

人が残っていても退社しやすい」などの割合が高
くなっています（図表 3-3-12）。
また、仕事や職場の状況について企業の人事部
を対象とした調査では、労働時間が長い正社員に
は「一人あたりの仕事の量が多い」や「突発的な
業務が生じることが頻繁にある」といった同様の
傾向が見られるものの、労働時間が短い正社員に
は「担当業務の内容は明確化されている」傾向も
見られます（図表 3-3-13）。

また、30 歳代の男性について正規の職員・従業
員の週間就業時間階級別の割合を見ると、平成 24
年では、週 43 ～ 48 時間が高く（29.0 ％）、次い
で週 49 ～ 59 時間（25.3 ％）、週 35 ～ 42 時間
（23.5 ％）となっています。また、平成 19 年と比
べて 49 時間以上の各年齢階級の割合は低下してい
ます（図表 3-3-11）。

【図表3-3-11 男性正規職員・従業員の
週労働時間の分布（男性、30～39歳）】

【図表3-3-12 労働時間別にみた労働者の感じる職場の雰囲気〔個人調査〕（正社員）】
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残業している人に対する上司の評価について部
下が抱いているイメージを、労働時間別に見ると、
1 日当たりの労働時間が長い正社員ほど、「頑張っ
ている人」、「責任感が強い人」などのポジティブ
な評価をしていると感じる割合が高くなっていま

す。一方、1 日当たりの労働時間が短い正社員ほ
ど「仕事が遅い人」、「残業代を稼ぎたい人」など
のネガティブな評価をしていると感じる割合が高
くなっています（図表 3-3-14）。

【図表3-3-13 平均残業時間別にみた仕事や職場の状況〔企業調査〕（正社員）】

【図表3-3-14 労働時間別にみた残業に対する上司の評価イメージ〔個人調査〕（正社員）】

一方、企業の人事部を対象に、「従業員が残業や
休日出勤をせず、時間内に仕事を終え帰宅するこ
と」が人事評価において考慮されるかどうかを聞
いたところ、「考慮されていない」（74.0 ％）の割
合が最も高く、「プラスに評価」（16.3 ％）、「マイ
ナスに評価」（6.2 ％）を大きく上回り、企業人事
部の考え方と労働者のイメージの間に乖離がある
ことが分かります（図表 3-3-15）。

また、人事評価でプラスに評価する企業では、
マイナスに評価する企業に比べ、1 か月当たりの
平均残業時間が 60 時間以上である従業員の割合が
低くなっています（図表 3-3-16）。
人事評価でプラスに評価、または考慮されてい

ない企業において、1 か月当たりの平均残業時間
が 40 時間以上の正社員の割合を見ると、当該の評
価のあり方を従業員に「特に周知していない」企
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【図表3-3-15 所定労働時間内に仕事を終えることに対する人事評価〔企業調査〕】

業では割合が高く、周知の範囲が広くなるほど低
くなっています（図表 3-3-17）。
さらに、仕事や職場の状況を見ると、人事評価
でプラスに評価する企業では、それ以外の企業に
比べ、「仕事が終われば周りの人が残っていても退
社できる」、「仕事の手順を担当が自分で決めるこ
とができる」、「同僚同士で仕事のノウハウを教え

あう風土がある」の割合が高くなっています。一
方、人事評価でマイナスに評価する企業では、そ
れ以外の企業に比べ、「残業や休日出勤に対応でき
る人が高く評価される」、「急な仕事に対応できる
人が高く評価される」、「一人当たりの仕事の量が
多い」とする割合が高くなっています（図表 3-3-
18）。

【図表3-3-16 所定労働時間内に仕事を終えることに対する人事評価と残業の状況〔企業調査〕（正社員）】

【図表3-3-17 所定労働時間内に仕事を終えることに対する人事評価の周知状況と平均残業時間〔企業調査〕（正社員）】
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正社員が残業削減に効果的だと考える取組は、
「計画的な残業禁止日の設定」、「上司からの声か
け」、「短時間で質の高い仕事をすることを評価す
る」などが多く挙げられています。また、効果的
だと考えられている取組のうち、実際に職場で取
り組んでいると回答した人が少なかった取組は、

「短時間で質の高い仕事をすることを評価する」、
「担当がいなくとも他の人が仕事を代替できる体制
づくり」、「業務時間外会議の禁止」、「部下の長時
間労働を減らした上司を評価する仕組み」などで
す（図表 3-3-19）。

【図表3-3-18 所定労働時間内に仕事を終えることに対する人事評価と仕事や職場の状況〔企業調査〕】

【図表3-3-19 残業削減に効果的と考えられる取組と、実際の取組〔個人調査〕（正社員）】


